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＊ﾌｧｰｳｪｲ18%増収「19年12月期」…13兆2千億円超　中国でｽﾏﾎ好調
ﾌｧｰｳｪｲは31日、2019年12月期の売上高が前の期比18%増の8500億元（約13兆２千億円）を
超えそうだと発表した。米政府から事実上の輸出禁止措置などの制裁を受けたが、中国で
の販売が伸びた。ただ制裁の影響は今後本格化する可能性があり、先行きに不透明感が残
る。業績をけん引したのがｽﾏﾎの販売拡大。ﾌｧｰｳｪｲの１９年のｽﾏﾎの世界出荷台数は１８
年比２割増の2億４千万台超の見込みで、主に中国で伸びた。「愛国」的な消費が広がり中
国市場でｼｪｱを高めた。
・代替ｿﾌﾄの開発を急ぐが、海外でのｽﾏﾎ販売の打撃は避けられない。

＊中国、預金準備率下げ…12.5%に　中小の資金繰り支援
中国人民銀行（中央銀行）が市中銀行から強制的に預かるお金の比率を示す「預金準歩率」
を6日から下げる。民間企業や中小零細企業の資金繰りの悪化に危機感を持つためだ。1月
下旬の春節（旧正月）休暇を前に資金需要が高まるのに対応するためだ。
・銀行がこの時期に流動性に不安を抱えていると、中小企業への貸し渋りや貸しはがしを招
きかねないとの懸念もあったとみられる。
・「金融機関への監督強化の副作用で、ここにきて民間企業、特に中小零細企業がさらにお
金を借りにくくなっている」清華大学の白重恩院長。
・量的緩和など極端な金融政策を求める金融市場をけん制した。

＊世界新車販売2年連続減…昨年4%前後　ﾘｰﾏﾝ並み減少率
2019年の世界新車販売台数が2年連続でﾏｲﾅｽになった。ﾘｰﾏﾝ・ショック後の08～09年以来
で、19年は前年比で4%前後の減少。新興国の需要拡大で急速に膨らんだ世界市場が縮小
し、自動車ﾒｰｶｰの人員削減や再編が加速する可能性がある。２０年は１９年比で2%減を予
想。
⦿主要市場の新車販売は中国やｲﾝﾄﾞの落ち込みが大きい（万台）
　　　１9・1~11　　前年　期比（%）　　　　　１9・1~11　　前年　期比（%）
　中国　　2311　　2542　　▴9.1　　　　欧州　　1695　　1695　　0.1
　米国　　1551　　１569    ▴1.1        日本      485       488   ▴0.7 
　ｲﾝﾄﾞ　　  351      408     ▴14         東南ｱ　 315　　　 324   ▴3
   ﾌﾞﾗｼﾞﾙ   252      233      8.3         ﾛｼｱ　　 158        162   ▴2.8
  韓国　　　139　　　141　  ▴1.4         合計　　7259　　7569　  ▴4

・独ﾀﾞｲﾑﾗｰは22年末までに世界で1万人削減。米GMは世界7工場の閉鎖と1、4万人の削
減。米ﾌｫｰﾄﾞも1、2万人削減。日産は1、25万人削減。

＊創造的破壊で停滞脱せ…中国、自由化なら米欧抜く
　　ｸﾞﾘｰﾝｽﾊﾟﾝ元FRB議長が危惧される資本主義の未来を語る
◦「高齢化による社会保障費の増大が貯蓄を失わせ、半世紀にわたって民間投資にﾏﾈｰが
回っていない。もっとも、人類の生活水準を高め平均余命を延ばしたのは資本主義だ。最も
効率的なｼｽﾃﾑはない」
◦「中国は社会主義から資本主義へと衣替えしてきた歴史だ。自由化が進めば西側を追い抜
くかもしれないが、共産党の関与が強まるほど経済成長の力は失われる」
◦「米経済は穏やかな成長が続く。ただ、株価はﾋﾟｰｸに近く、下落に転じれば実態経済は困難
な状態に陥るだろう」
◦「金利低下は構造的に続く。高齢化で20年債、30年債という超長期債投資が増えているた
めだ」
◦「資本主義は所得格差を生む。人間は全て同じではなくIQだけでも不平等。
　

＊20年をﾃﾞｼﾞﾀﾙ元年に…日本政府　派遣争い出遅れ挽回
2020年はﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会のﾙｰﾙ作りが本格化する。政府は「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ元年」と位置づけ、巨大IT企
業による市場寡占を規制する方法を1月召集すの通常国会に提出する。次世代通信規格「５
G」の整備も新法で加速させる。ﾃﾞｰﾀを巡る覇権争いで日本は出遅れている。国家が管理を
強める中国が主導権を握れば経済安全保障にも影響しかねない。
⦿対中国を念頭のﾃﾞｼﾞﾀﾙ政策を進める
　中国：中国IT3強が日本市場で広がる前にﾙｰﾙ整備
　①日本政策：巨大ITによる市場寡占を防ぐ規制法案(通常国会に提出）
　中国：国内大手支援と国際連携強化でﾌｧｰｳｪｲに対抗
　②日本政策：5G関連のｲﾝﾌﾗ整備を促す新法案(通常国会に提出）
　中国：国家管理を強める中国をけん制
　③日本政策：ﾃﾞｰﾀを巡る国際ﾙｰﾙ作り（6月のWTO会議で一定の結論）
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＊5G時代の車　こう攻める…2020年の戦略
⦿無人車、大規模に実現・・文遠知行（ｳｨｰﾗﾝﾄﾞ・ｴｰｱｲ）韓旭CEO
　　「2020年は自動運転がもっと我々の生活の中で身近に感じられる年に
　　なる。ｱﾌﾟﾘでﾀｸｼｰを呼ぶように、自動運転の車もｽﾏﾎｱﾌﾟﾘで手軽に呼ん
　　で、利用できるような年にする」
⦿EV技術、AIが軸に‥小鵬汽車・夏珩総裁
　総裁はｲﾝﾀﾋﾞｭｰで「20年から中国のEV業界は新たな成長を迎える」。
　理由1、外資勢のEV市場への本格参入。筆頭はﾃｽﾗ。上海で現地化で
　中国での大量販売が期待される。VWや日本勢も拡大体制に動いている。
　理由2、「5GとAIの活用が、EVに大きな成長をもたらす」（夏総裁）。次世
　代の高速通信規格である５Gがなければ、瞬時の判断につながるﾃﾞｰﾀ通
　信が行えず、自動運転は実現しない。EVという付加価値の時は終わった。
　そのうえで「ｺﾈｸﾃｯﾄﾞｶｰ（つながる車）の進化を加速させる」と強調。

＊ここに注目　日本の報酬に危機感…IT技術者　流出に懸念
「日本もようやく新卒で年収1千万円」「米ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺは年収1400万円で低所得」。ﾈｯﾄで日米
の年収の違いが話題を呼んでいる。「衰退した日本の現状を知って欲しい」「日本はぼろ負
け」。日本は企業がAIなどのｽｷﾙを持つ人材に高い報酬を支払う動きが出だした。
・米国ではIT企業が日本のｴﾝｼﾞﾆｱの採用を増やしており、人材の海外流出が懸念されてい
る。成長を期待できない日本の閉塞感は強まる。安い日本に留まるのか否か。判断を求めら
れる時が早晩、来るかもしれない。

＊ﾊｲﾃｸ新薬　１億円超も　遺伝子治療など　さらに高騰「保険の線引き」
１度の利用で数千万円する超高額薬に注目が集まるなか、2020年以降は1億円を超える薬
も登場する見通しだ。1億円が予想される、ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽの遺伝子治療薬「ｿﾞﾙｹﾞﾝｽﾏ」は保険適
用が見込まれ、患者負担は抑えられる。半面、ﾊｲﾃｸ新薬の価格高騰は続き保険や税の負
担は増す。医薬の技術革新を促しつつ、医療保険でどこまで負担すべきなのか。医療保険
制度の改革議論にも一石を投じそうだ。

＊香港市場　中国ﾏﾈｰ急増…ﾃﾞﾓ後の支え手に　昨年株買越額3倍
政府の抗議活動が続く香港の金融市場で中国の存在感が一段と高まっている。中国本土の
投資家による香港株の買越額は2019年が2493億香港㌦（約3兆5千億円）となり、18年の3倍
に急増した。大規模ﾃﾞﾓが始まった6月以降の買いが目立つ。一方、欧米からの投資ﾏﾈｰは
香港の域外に流出しているとの観測も浮上してきた。
・香港金融管理局は「大規模な資金流出の兆候は見られない」と繰り返すが、富裕層は香港
以外に口座を開設するなど資金移動の準備を進めている模様だ。

＊ﾏｶｵ　ｶｼﾞﾉの収入3.4%減…昨年、香港ﾃﾞﾓ影響「12月は13%減」
ﾏｶｵ政府がまとめた2019年のｶｼﾞﾉ収入は2925億ﾊﾟﾀｶ（約3兆9千億円）と、18年に比べて3.4%
減少した。前年を下回るのは3年ぶり。中国経済の減速を受けて中国の富裕層の利用が落
ち込んだほか、香港の長期ﾃﾞﾓも影響。ｶｼﾞﾉ運営大手は成長機会を求め、今後日本のIR参
入を狙う。

＊経営者ｱﾝｹｰﾄ…日韓「AIが技術の要に」「中国、ﾛﾎﾞなど幅広く」
・日本（55%）、韓国（67%）ではAIに関心が集中したが中国（30%）。中国企業はﾛﾎﾞｯﾄ（11%）、ﾌﾞ
ﾛｯｸﾁｪｰﾝ（分散型台帳、10%）、次世代通信規格「5G」（9%）と幅広い。
・AIやﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用を柱とする「第4次産業革命」関連の技術を確保するための施策につ
いて、「自社で開発中」「自社での開発を推進する」と答えた経営者は中国が57%に達したが、
日韓は共に10%台にとどまった。
・「関連企業と共同開発する」と回答した経営者は日本で80%、韓国で78%に達した。提携戦略
でｽﾋﾟｰﾄﾞ感のある開発を進める狙い。

＊中国でﾃｽﾗ人気、中間層も…現地生産車、補助金手厚く
米EV大手ﾃｽﾗは7日、上海工場で製造した小型ｾﾀﾞﾝ「ﾓﾃﾞﾙ3」の納車を始めた。ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ好きの
富裕層に加え、現地生産に伴う実質的な値下げを追い風に中間層にﾌｧﾝを広げており、現地
生産車に小型のSUVも追加する。英調査会社LMCｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞは3年後の中国での販売数は
3年後、3倍予想。
・19年11月、手付金2万元（約30万円）を納め「ﾓﾃﾞﾙ3」を予約。「旧正月休暇は実家にﾃﾗｽで
帰京したい。現地生産車は取得税免除、補助金が得られるため、ﾓﾃﾞﾙ3価格は約30万元（約
470万円）弱まで引き下げる。
・高級車の購入に抵抗のあった公務員の購入が増えている。
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＊伊藤忠「業界首位」射程に…今期純利益5千億円　上振れ余地
伊藤忠商事が2020年3月期に純利益で初の「業界ﾄｯﾌﾟ」になる可能性が出てきた。今の5千
億円という予想には上振れ余地があり4期連続増益が視野に入る。背景には得意の非資源
部門の好調に加え、今春、ﾄｯﾌﾟ就任10年目を迎える岡藤正広・会長兼CEOがこだわる経営
手法が浸透してきたことがある。
・好調の理由は２つ。まず非資源比率が高く景気や資源価格に左右されにくいことだ。「ｴﾄﾞ
ｳｨﾝ」など非資源の純利益は4200億円と10年前の5倍超。2つ目は「一帯経営」。ｶﾅﾀﾞにある
ｸﾞﾙｰﾌﾟの養豚農場から日本人好みに仕上げた豚肉をﾌﾟﾘﾏに供給するなど連携を強化。当時
赤字が今は純利益82億円稼ぐ。
・来期以降の成長へ向け課題がある。「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ商社」へ変貌できるかどうか。新ﾋﾞｼﾞﾈｽを推進
する部署「第8ｶﾝﾊﾟﾆｰ」を新設。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ商社化へ進める。

＊通貨安で中国人急増…ﾓｽｸﾜの空港、「1億人」目標
今月、新しい国際線ﾀｰﾐﾅﾙがｵｰﾌﾟﾝするﾓｽｸﾜのｼｪﾚﾒﾁｪﾎﾞ国際空港は年間旅客数を1億人
に倍増させる野心的な目標を立てた。大幅なﾙｰﾌﾞﾙ安でﾛｼｱが中国人観光客の人気渡航先
になった。ﾙｰﾌﾞﾙは現在1㌦（約108円）＝62ﾙｰﾌﾞﾙと5年前の半分以下で、ﾛｼｱは中国人観光
客の渡航先として世界のﾄｯﾌﾟ３に入った。2019年にﾛｼｱに訪れた中国人は200万人を超え、
10年前の12倍強に急増した。
・ﾛｼｱを訪れる中国人観光客は1人あたり平均700㌦消費する。19年の消費額は10億㌦超。
中国人の空港の利用客数は今後毎年30%伸びると予想。

＊中国の日本車販売…初の500万台超…昨年、日本の市場に迫る
日系ﾒｰｶｰの中国での2019年の新車販売台数が18年比で約4%増え、初めて500万台を超え
る見通しになった。ﾄﾖﾀとﾎﾝﾀﾞが過去最高で全体を牽引。
ﾄﾖﾀは日系ﾒｰｶｰで11年ぶりに首位になった。中国全体の新車市場の縮小が続く。米国勢や
中国勢が苦戦しているなか、ﾄﾖﾀやﾎﾝﾀﾞは値ごろ感や品質への支持が広がった。
・19年12月の販売台数はﾎﾝﾀﾞが10ヵ月ぶりに前年実績を下回り、日産も（1.1%減）4ヵ月連続
でﾏｲﾅｽだった。

＊ﾄﾖﾀEV、25年50万台…世界販売計画　中国・欧州でまず投入
ﾄﾖﾀ自動車は2025年に世界で年間50万台のEVの販売を計画していることが分かった。EVｼﾌ
ﾄを急ぐ独VWの約6分の１に留まる。電池性能や今後の市場動向を見極める必要があるとし
て手堅く拡大する。中国や欧州の環境規制をｸﾘｱするのに必要な最低限の台数に設定し
た。
・中国では19年自動車大手にEVなど環境対応車の製造・販売を義務付ける規制に始まり、
欧州でも21年、二酸化炭素排出規制が強化される。25年以降は環境規制が世界でさらに厳
しくなる見通しだ。
・25年以降は環境規制がさらに厳しくなる。ﾄﾖﾀが主力とするHV車だけでは対応できなくな
り、EVの量産に乗り出す。ﾄﾖﾀはしばらくはHVが主力。

＊武田、「ﾒｶﾞ創薬」へ道半ば…ｼｬｲｱｰ巨額買収から1年
武田薬品工業が6兆円を投じてｱｲﾙﾗﾝﾄﾞの製薬大手ｼｬｲｱｰを買収してから8日で1年がたつ。
日本企業では過去最大のM&Aで世界の製薬大手の一角に食い込んだが、上位企業との資
金力や企業規模の差は依然として大きい。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな創薬競争を勝ち抜く「ﾀｹﾀﾞ」への変身
は道半ばだ。
・「ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ（新薬候補品目）はそろった。今後5年は大規模なM&Aは必要ないだろう」。19年
11月下旬、武田のｸﾘｽﾄﾌ･ｳｪﾊﾞｰ社長は買収後の説明会で自信を見せた。ｼｬｲｱｰ買収を機
に自社での新薬開発を中心に据える「創薬」型企業への脱皮を図る。買収前は24品目だっ
たﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝは19年9月末で39品目と6割増えた。
・武田の売上高は世界の9位だが、上位企業との差は大きい。選択と集中の道を取る。具体
的には伝統的に強い大腸炎などの消化器系疾患と中枢神経疾患に加え、がんと患者数が
少ない希少疾患の4つの領域に特化。
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2020/1/11 経済 ＊韓国ｺﾝﾋﾞﾆ…時短営業が急増「最低賃金が上昇　人件費賄えず」
人口当たりの店舗数が日本の1.7倍のｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ大国、韓国で時短営業が広がってい
る。業界4位のｲｰﾏｰﾄは全店舗のうち8割で深夜の営業を休止し、「ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ」を運営する
ﾛｯﾃなど上位3社でも1～2割の店舗が営業時間を短縮した。最低賃金の上昇で販売が落ち
込む深夜帯の人件費を賄えないためだ。韓国では日本より早く改革が進んでおり、24時間営
業が前提のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙが節目を迎えている。
・無人店舗の開発・・ｲｰﾏｰﾄは昨年9月末、ｿｳﾙ市郊外に無人店舗ｵｰﾌﾟﾝ。ﾛｯﾃもｾﾙﾌﾚｼﾞﾀｲﾌﾟ
の無人店舗を現在、17ヵ所まで広げた。営業ｽﾀｲﾙを柔軟に選べるように新技術を用いた店
舗開発を急ぐ。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、逆風中国で稼ぐ…市場縮小でも空調2%増「高級品で優位」
中国関連企業に逆風が吹くなか、一角を占めるﾀﾞｲｷﾝ工業の業績が堅調だ。2020年3月期
の連結純利益は前期比3%増の1950億円と最高益を更新する見通し。厳しい環境下で最高
益を呼び寄せる”抵抗力”は、利益率の高い高級住宅向けｴｱｺﾝで顧客を囲い込むﾋﾞｼﾞﾈｽﾓ
ﾃﾞﾙにある。
・厳しい状況でも19年4～9月期におけるﾀﾞｲｷﾝの空調事業の中国売上高は現地通貨ﾍﾞｰｽで
2%増を確保した。
・この利益率の背景にはﾀﾞｲｷﾝが中国で進めてきた高級ｴｱｺﾝ市場を重視した戦略がある。
ﾀﾞｲｷﾝは中国市場の開拓にあたり、「ﾌﾟﾛｼｮｯﾌﾟ」と呼ばれる専門店ﾁｪｰﾝを構え、高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの
ｲﾒｰｼﾞを打ち出してきた。ﾕｰｻﾞｰの要望に応えて素早いﾒﾝﾃﾅﾝｽにも応じる。
・時価総額5兆円に迫る・・昨年12月13日に上場来最高値（1万6275円）を更新し、株式の時
価総額では一時4兆8千億円近くまで拡大した。

＊中国、景気減速も物価高…昨年比2.9%増　8年ぶり水準、豚肉高騰
中国で景気が減速しているのに物価が上がっている。9日発表の2019年の消費者物価指数
（CPI)は前年比2.9%上昇し、上昇幅は11年以来8年ぶりの大きさだった。ｱﾌﾘｶ豚ｺﾚﾗ（ASF)の
蔓延で豚肉が高騰した。中国政府は20年の物価目標を「3%前後」で据え置くもよう。
・今年の春節は1月下旬に当たるが、庶民の食卓に欠かせない豚肉が高騰しており、例年以
上に物価高を警戒する。

＊中印、健康志向に照準…食・医療分野、ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ躍動
医療や食に関わるｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が生まれている。中国では肥満の増加や家畜の感染症拡
大を機に人口肉ﾒｰｶｰが登場し、ｲﾝﾄﾞでは安価にｶﾞﾝを見つける方法を開発した企業が注目
される。ﾈｯﾄ中心だったｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの中で新しい風が吹く。
⦿人口肉、肥満増加で需要ー「珍肉（ｼﾞｪﾝﾐｰﾄ）『呂中茗（ﾋﾞﾝｽ・ﾙｰ）氏』」
　　＝人口肉を研究開発する北京市のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業。大手食品ﾒｰｶｰ煙台
　　　双塔食品と生産で提携するなど急ﾋﾟｯﾁで製品化を進める。
　　　「味わいは動物の肉に70～80%に達した程度。まだ豆の味や食感有」
⦿乳がん、AIで早期発見ー「ﾆﾗﾏｲ・ﾍﾙｽ･ｱﾅﾘﾃｨｸｽ『ｷﾞｰﾀ・ﾏﾝｼｭﾅｰｽﾞ氏』」
　　＝医療分野でAIを活用したｲﾝﾄﾞの有力企業の一つ。2016年に印南部で
　　　創業した。熱映像をとり、健常な部分とがんが疑われる部分を温度差
　　　からAIが判別する。「ｲﾝﾄﾞ女性のがん死亡で乳がんの比率が最も高い
　　　状況を改善したい」
　　

＊ﾌｯ化水素対韓輸出再開…半導体向け　森田化学、6ヵ月ぶり
森田化学工業が先端半導体の製造に使う高純度ﾌｯ化水素の韓国への輸出を再開した。日
本政府から許可を得て、8日に約6ヵ月ぶりに出荷した。森田化学は7月以降、輸出できない
状況が続いていたが解消された。
・高純度のﾌｯ化水素は液体で、半導体ｳｴﾊｰの洗浄に使うほか、ｴｯﾁﾝｸﾞ剤の原料になる。森
田化学やｽﾃﾗｹﾐﾌｧなど日本勢で世界ｼｪｱの8～9割を占める。韓国政府や企業は輸出管理
の厳格化を受けて、国内の代替品の開発や日本以外からの調達を目指すが技術的な問題
もあり、早期の大幅な代替は難しいとみられるものの、以前の水準までの回復がみ通せな
い。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ・金融事業　ｱﾘﾊﾞﾊﾞ猛追…ｽﾏﾎ決済　評価15兆円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　150銀行と提携、与信が武器
中国ﾈｯﾄ大手の騰訊控股(ﾃﾝｾﾝﾄ）が金融事業の強化を急ﾋﾟｯﾁで進める。同事業の売上高は
年換算で1兆円を大きく超えるまでに成長し、中核のｽﾏﾎ決済事業はﾗｲﾊﾞﾙのｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団を
上回る1370億㌦（約15兆円）の評価を受ける。事業拡大に向けた銀行との提携も150行を超
えた。主力のｹﾞｰﾑ事業が政府規制で伸び悩む中、金融事業の強化が成長へのｶｷﾞとみてい
る。
・ｱﾘﾊﾞﾊﾞは手軽に資金を運用できる投資商品や消費者ﾛｰﾝなど事業の幅広さが強み。多くの
分野でｻｰﾋﾞｽを立ち上げてきた分、高いｼｪｱを握る。
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＊武田、ﾃﾞﾝｸﾞ熱のﾜｸﾁﾝ海外展開…日本勢初　ｼｬｲｱｰの販路活用
武田薬品工業は2021年度から、ﾜｸﾁﾝの世界販売に乗り出す。日本勢が
ﾜｸﾁﾝを世界規模で販売するのは初となる。
・武田は世界初となる4歳以上の幼児から使えるﾃﾞﾝｸﾞ熱のﾜｸﾁﾝを開発中で、20年度中に中
南米で承認申請する。ｼｬｲﾔｰの販路を使い、発売されれば年1千億円超の売上高になると
みられる。ﾃﾞﾝｸﾞ熱は蚊が媒介、年４億人が感染し、2万人が死亡するという。
・他のﾜｸﾁﾝも含めて中長期的な売上高は計3千億円規模になり、同社の売上高を1割押し上
げる効果が見込める。

＊小型車減速、日本勢に逆風…相乗り普及大型人気
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾎﾝﾀﾞ「ﾌｲｯﾄ」米撤退、日産新興国縮小
日本車ﾒｰｶｰが「お家芸」だった小型車分野で海外事業を縮小する。ﾎﾝﾀﾞは2021年にも米国
で小型車販売から撤退し東南ｱｼﾞｱなどでは車種を減らす。日産自動車も新興国ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを縮
小する。米市場の大型車シフﾄや新興国の所得水準の向上により小型車需要は頭打ちだ。
電動化の流れも小型車には逆風となる。日本勢の得意分野で「選択と集中」が迫られてい
る。
・HISの河野氏は「消費者にとって単なる移動はﾗｲﾄﾞｼｪｱで十分で、買うなら趣味性の強い高
級車が選ばれる」

＊「黒字ﾘｽﾄﾗ」拡大…昨年9100人　ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に先手
好業績下で人員削減策を打ち出す企業が増えている。2019年に早期・希望退職を実施した
上場企業35社のうち、最終損益が黒字だった企業が約6割占めた。これらの企業の削減人
員数は中高年を中心に計9千人超と18年の約3倍に増えた。企業は若手社員への給与の再
配分やﾃﾞｼﾞﾀﾙ時代に即した人材確保を迫られている。業績が堅調で雇用環境もいいうちに
人員構成を見直す動きで、人材の流動化が進む。
・ｴｰｻﾞｲでは当初の見込みの3倍が応募、ｺｶｺｰﾗでも募集の36%多く集まった。流動性の低
かった日本の人材市場の在り方が変わる可能性がある。

＊OYO、中印1800人削減…印ﾎﾃﾙ　ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸG系出資（米報道）
ｲﾝﾄﾞの新興ﾎﾃﾙ運営会社OYO（ｵﾖ）ﾎﾃﾙｽﾞｱﾝﾄﾞﾎｰﾑｽﾞがｲﾝﾄﾞや中国で1800人規模の人員を
削減したことがこのほど分かった。ｵﾖは米国でﾎﾃﾙを買収するなど事業を強化する一方、中
印では事業再編に着手し、余剰人員を減らした（中国で600人、ｲﾝﾄﾞは1200人）。ｵﾖにはｿﾌﾄ
ﾊﾞﾝｸG系が出資。
・ｵﾖは経営ﾉｳﾊｳや予約管理を提供してﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ料を受け取る事業ﾓﾃﾞﾙ。中国ではﾎﾃﾙの
ｵｰﾅｰがｵﾖの契約違反を訴えている動きも出ている。

＊中国車不振、経済下押し…撤退や人員削減相次ぐ
中国新車販売の低迷が中国経済を下押しするのは確実だ。自動車産業の集積地である重
慶では長安汽車の独自ﾌﾞﾗﾝﾄﾞも販売不振に陥る。韓国・現代自動車の合弁会社も重慶に工
場を抱えるが、工場の稼働率は低い。仏PSAも長安汽車との合弁から撤退する。米ﾌｫｰﾄM
は人員削減を進め、中国独自ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾒｰｶｰは相次いで工場の稼働を停止する。重慶市政府
は約20億円を資金支援したが、不振は止まらない。

＊中国勢、豪・NZの「食」買収…企業や牧場に食指、安全性重視
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地元消費者・政府は警戒も
中国企業がｵｰｽﾄﾗﾘｱとﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ（NZ)で食品企業や牧場を積極的に買収している。2019
年には中国大手の蒙牛乳業が豪州で計1500億円に上る大型買収を相次ぎ決めた。背景に
は豪、NZ食品が持つ安全で健康的なｲﾒｰｼﾞや、中国とのFTA)締結による貿易量の増加があ
る。中国企業による買収を巡っては、地元で消費者が反発、政府が阻止したりする事例も出
る。
・豪・NZとも中国への経済面の依存は強く、中国は豪州の全輸出額の3割～2割を占める最
大の輸出先だ。半面、安全保障などを巡り中国との緊張も残り、大規模な土地の取得につな
がる牧場買収には地元の反発が大。
・「中国企業が買収後も成長を目指すなら、自治体や地元住民の理解を得るため地域と積極
的に関わるべきだ」と豪法人の広報支援者。

＊ｲﾝﾄﾞ、5位に後退…新車販売台数　5年ぶり減「昨年、ﾄﾞｲﾂ下回る」
ｲﾝﾄﾞの2019年の新車販売台数は18年比13%減の約381万台だった。金融機関の貸し渋りの
ほか、経済成長の鈍化で個人消費が冷え込み、企業の活動も鈍った。
・前年実績を5年ぶりに下回り、市場規模はﾄﾞｲﾂに抜かれ世界5位に後退。ただ直近の月次
販売は落込みが小幅になり、不振も底打った模様だ。
・ｲﾝﾄﾞの自動車市場は19年、未曽有の不振に見舞われた。ﾉﾝﾊﾞﾝｸの信用不安を背景に自動
車ﾛｰﾝの貸し渋りが起き、18年秋から販売不振になる。
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＊ｱﾏｿﾞﾝ、印の中小支援…1100億円投じﾃﾞｼﾞﾀﾙ化「外貨批判配慮」
ｱﾏｿﾞﾝのｼﾞｪﾌ・ﾍﾞｿﾞｽCEOは15日、2025年までにｲﾝﾄﾞの中小企業向けに10億㌦（約1100億円）
を投資すると表明した。
・ｱﾏｿﾞﾝの通販ｻｲﾄを通じ、商品を多く売れるように支援する。ｲﾝﾄﾞ政府が中小の店舗を守る
ため、ﾈｯﾄ通販で勢いを増す外資への規制を強めていることに配慮する思惑がある。
・13年にｲﾝﾄﾞに進出した同社は、配送ｾﾝﾀｰなどを続々と設け、同国で累計55億㌦を投じた。
・ｲﾝﾄﾞのﾈｯﾄ通販の市場規模は20年に1200億㌦に達するとされ、ｱﾏｿﾞﾝと米ｳｫﾙﾏｰﾄの傘下
のﾌﾘｯﾌﾟｶｰﾄの2強が市場拡大の牽引をする。だが、ﾈｯﾄ通販の拡大は既存の中小零細を圧
迫し、反発を招いている。

＊中国ｴﾈ3社　ﾄｯﾌﾟ交代…石油・電力、業界外から
　　　　　　　　　　　　　　　　 習指導部、国有大手の掌握強化
中国国有ｴﾈﾙｷﾞｰ大手3社の経営ﾄｯﾌﾟが17日、そろって交代した。石油大手と電力大手にそ
れぞれ業界出身者でない人材を初めて登用する異例の人事だ。習近平指導部は、共産党
の有力者と国有企業幹部の結びつきを断ち切り、国有大手の掌握を一段と強める狙いだと
みられる。米国からの批判を受けながらも国有企業強化する構えで、将来の業界再編も視
野にいれてる模様だ。

＊5G半導体成長　台湾・TSMC再浮上…米中板挟みﾘｽｸも
　　　　　　　　　　　　　　　今期2割増収、設備投資は最高1.6兆円
16日に2020年12月期の連結売上高が約2割増える見通し。設備投資は過去最高の1兆6千
億円を投じる。ただﾊｲﾃｸ分野の覇権を争う米中双方からの圧力で、股裂きになるﾘｽｸも鮮明
になっている。
・TSMCは米ｱｯﾌﾟﾙのｽﾏﾎのCPUなど電子機器の頭脳となる半導体の生産を担う。米ｲﾝﾃﾙ、
韓国ｻﾑｽﾝ電子と並ぶ世界半導体の「ﾋﾞｯｸﾞ3」に成長。
・ﾌｧｰｳｪｲ傘下のﾊｲｼﾘｺﾝは世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの設計技術を持ち、製造はTSMCに依存しているた
め、TSMCは苦境に陥る可能性がある。
・台湾の半導体関係者は「ﾊｲﾃｸ摩擦はこれからが本番だ」と口を揃える。

＊中国経済　高齢化の影…迫る「団塊」退職、しぼむ内需
⦿2019年の中国経済は貿易戦争が直撃した製造業が足を引っ張った
　　　　　　　　2018年　　2019年
経済成長率　　6.6%　➘　6.1%  減速幅は5年ぶりの大きさ
工業生産　　　 6.2%  ➘　5.7%　追加関税と車不振で97年以降で最低
固定資産投資  5.9%  ➘　5.4%　製造業の設備投資が低迷、96年以降最低
小売り総額　　 9.0%　➘　8.0%　車や衣服が不振、電子商取引も減速
輸出　　　　　　 9.9%　 ➘　0.5%　貿易戦争で米国向け不振、東南アで補う

・中国経済に少子高齢化の影が忍び寄ってきた。17日発表した2019年のGDPは6.1%にとどま
り、18年から0.5㌽も縮小した。米国との貿易戦争が主因だが生産年齢人口の減少による個
人消費の弱含みも無視できない。
・中国版「団塊の世代」が退職し始める22～23年から下押し圧力は本格化するみ通しで、世
界第2の経済に大きな重荷なる。

＊日本の備蓄石油　ｱｼﾞｱと融通…中東にらみ　混乱に備え
日本はｱｼﾞｱ各国と石油の国家備蓄を融通する体制を築く。石油の需要の伸びるｱｼﾞｱでは主
に中東から原油を調達しているが、十分に備蓄できていない国が多い。各国と覚書を結んで
いく予定で、既にﾍﾞﾄﾅﾑやﾌｲﾘﾋﾟﾝなどとは交渉入りに向けて接触を始める。日本や中国など
のｱｼﾞｱ太平洋地域の6割超を中東から調達している。
・米国とｲﾗﾝの対立でﾎﾙﾑｽﾞ海峡が封鎖されると、影響を受けかねない。ｱｼﾞｱ全体の混乱が
大きく成らないように備蓄の融通が必要と判断した。
・中国はｱｼﾞｱの資源外交で存在感を高めているものの、自国の備蓄確保を優先し、周辺国
までは手が回ってない。備蓄体制がある日本が主導。

＊印　景気減速下で物価上昇…野菜高騰61%「CPI7.4%増」
景気の減速が続くｲﾝﾄﾞで物価が上昇している。2019年１２月の消費者物価指数（CPI)の前年
同月比の伸び率は7.4%と5年5ヵ月ぶりの高水準だ。中でも野菜が61%、豆類が15%、肉・魚が
10%上昇した。
・ｲﾝﾄﾞのCPIは市民の日常生活にかかわる食品と飲料が全体の54%の割合を占めている。
2019年12月の上昇率は食品だけで14%と2ｹﾀを超えた。
・19年12月から今も止まらない改正国籍法を巡るﾓﾃﾞｨ政権へのﾃﾞﾓは、景気低迷や物価上
昇に不満を持つ人たちも巻き込む。
　ﾐﾃﾞｨ政権は発足後、最大の試練を迎えたとの声が多い。
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2020/1/21 経済 ＊NTT、「6G]に照準…「光」でﾃﾞｰﾀ伝送省ｴﾈ
影が薄れる一方のNTTｸﾞﾙｰﾌﾟが「10年後に到来するとみられる次々世代の「6G」時代を視野
に反転攻勢に出た。武器は光だ。ﾈｯﾄﾜｰｸの中核の半導体などでﾃﾞｰﾀの伝送手段を電子か
ら光に切り替え、消費電力の増大という問題の解決策も提示する。
⦿NTTの「IOWN」構想の特長
　・低消費電力＝光半導体により、電子半導体と比べ、消費電力が1/100
  ・大容量＝映像やﾃﾞｰﾀ通信などのｻｰﾋﾞｽ毎に波長を割り当て伝送することで
　　　　　　　 光ﾌｧｲﾊﾞｰ1本当たりの通信容量が現行の125倍
　・低遅延＝ﾃﾞｰﾀの圧縮を不要にし、情報のやりとりの遅れが現在の1/200

＊①ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化　武器に攻勢…逆境ﾕﾆｺｰﾝ、試練の年
2019年はｼｪｱｵﾌｨｽ大手「ｳｨｰﾜｰｸ」を運営する米ｳｨｰｶﾝﾊﾟﾆｰが上場延期に追い込まれるな
ど、想定時価総額10億㌦（約1100億円）超の未上場企業「ﾕﾆｺｰﾝ」の失速が目立った。資金
調達環境も好転が見られない中、ｱｼﾞｱの有力ﾃｯｸ企業は今年、どう勝ち残ろうとしているの
か。

＊ﾏｯｸから肉が消える日…ﾌｧｰｽﾄﾌｰﾄﾞ店相次ぎ人口肉
肉食文化の米国で食卓に異変が起きている。豆など植物由来の原料で作った人工肉が人
気を博しているのだ。米調査会社によると、植物肉の購入者の90%は普段は普通の肉を食べ
ている。宗教上の理由などから厳しい菜食主義を貫く「ﾋﾞｰｶﾞﾝ」ではなく、ときどき肉を食べな
い日を設ける「ﾌﾚｷｼﾀﾘｱﾝ」が増え続けている。
・人は12歳まで食べてきたものを一生食べ続けるーー。日本ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞ創業者の藤田田は
語った。二人のﾌﾞﾗｳﾝが投じた一石が次世代の日常の味になれば、ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞから肉がなくな
るかもしれない。
・植物肉ﾌﾞｰﾑの牽引役が2人のﾌﾞﾗｳﾝ。「ｲﾝﾎﾟｯｼﾌﾞﾙ・ﾌｰｽﾞ」を興したﾊﾟｯﾄ・ﾌﾞﾗｳﾝ。「ﾋﾞﾖﾝﾄﾞ・ﾐｰ
ﾄ」を創業したｲｰｻﾝ･ﾌﾞﾗｳﾝ。ともに中国進出を目論む

＊建機、価格抑え中国再挑戦…失地回復へ予断許さず
　　　　　　　　日系ｼｪｱ、10年で1/3ーー現地勢、日本から部品・人材
中国ﾒｰｶｰの攻勢で販売ｼｪｱを落としてきた日本の建機大手が、同国の開拓に再び動き始め
た。日立建機は2月にも価格を1割安くしたﾐﾆｼｮﾍﾞﾙを発売する。ｺﾏﾂは初期費用を抑えられ
るﾚﾝﾀﾙ事業を自前で始めた。10年前にｼｪｱ1～2位を占めた両社は安値に押され、存在感が
急速に低下した。世界最大の市場で巻き返しを狙うが、ｼｪｱ回復は容易でないとの見方もあ
る。
⦿安さを武器に中国企業が躍進（中国での販売台数ｼｪｱ）
　2008年のｼｪｱ＝①ｺﾏﾂ（日）15.3%、②日立建機（日）13.6、③現代重工業（韓）11.0、
　④ｷｬﾀﾋﾞﾗｰ（米）7.0、⑤三一重工（中）4.1⑥ﾎﾞﾙﾎﾞCE（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）3.3、⑥柳工集団（中）、
　⑦福田雷沃国際重工（中）2.9
　2018年のｼｪｱ＝①三一重工（中）23.1%、②ｷｬﾀﾋﾞﾗｰ（米）13.0、
　③徐工集団工程機械（中）11.5、④斗山ｲﾝﾌﾗｺｱ（韓）8.0、⑤柳工集団（中）7.0、
　⑥山東臨工工程機械（中）6.6、⑦ｺﾏﾂ　5.0、⑧日立建機　4.1

＊FCA、EVで巻き返し…鴻海と「空白地」中国攻略へ
欧米自動車大手ﾌｨｱｯﾄ・ｸﾗｲｽﾗｰ・ｵｰﾄﾓｰﾋﾞﾙｽﾞ（FCA)は17日、台湾の電子機器の受託製造
ｻｰﾋﾞｽ（EMS)世界最大手、鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業と中国でのEVの合弁会社設立に向け交渉
していると発表した。ﾉｳﾊｳの薄い鴻海と組む異例の戦略で巻き返しを図る。
・鴻海は中国の滴滴出行に出資、FCAはｳｪｲﾓと協業、こうした新興企業が合弁に合流する
可能性もある。
・FCAとPSA（仏）の統合が完了すれば、鴻海との合弁を軸に巨大市場を開拓する考えとみら
れる。

＊③画像認識で商品管理…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ「『ﾄﾗｯｸｽ』　ｼﾞｮｴﾙ・ﾊﾞｰｴﾙCEO」
AIを活用し、ﾃﾞｼﾞﾀﾙで効率的な商品管理ｼｽﾃﾑを提案する。高度な画像認識の技術を使い、
ﾈｽﾚなど世界的なｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾞﾗﾝﾄﾞを持つ巨大企業が商品を卸す多くの小売店の状況を一手
に常時把握できるようにしたのだ。
・例えば、店舗内の商品陳列棚を丸ごとﾃﾞｼﾞﾀﾙで可視化し、高度な画像認識技術で商品の
欠品、在庫状態を把握できるようにした。これで人手に頼る多くの手間が省けるようになっ
た。
・買い物客が欲しい商品を簡単に見つけられる、店内案内ｿﾌﾄを提供。

＊②旅の提案　分析で磨く…香港「『ｸﾙｯｸ』共同創業者兼COO　王志豪」
14年創業のｸﾙｯｸは、ﾎﾃﾙや航空券予約をメインとした多くの予約ｻｲﾄとは一線を画し、急成
長した。香港を拠点とするﾕﾆｺｰﾝ3社の一角を占め、商品点数は既に10万超。
・旅先でのﾂｱｰ観光やﾃｰﾏﾊﾟｰｸ、ﾚｽﾄﾗﾝ予約などを得意とし使い勝手にこだわったのが躍進
の理由だ。
・目的地だけ決めて旅に出る最近の若者らの人気が高い。ｽﾏﾎで、QRｺｰﾄﾞを提示するだけ
でｻｰﾋﾞｽを受けられるなど使い勝手が良い。
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＊量子暗号　世界で競争激化…東芝、実用化で先陣「世界最速実現」
究極の暗号技術と言われる「量子暗号通信」が実用段階に入った。東芝は2020年度に金融
機関などを対象に米国で通信ｻｰﾋﾞｽを始める。通信設備を巡る中国華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の
問題などもあり、安全確保への関心は高く、国際的な開発競争となっている。中国が国を挙
げた取り組みを進めるが、日本には数十年にわたる基礎技術の積み重ねがあり、それを生
かす戦略が問われている。

＊中国、今年の廃止見送り…新ｴﾈ車の購入補助金
中国政府は2010年に打ち切る予定だったEVなど新ｴﾈﾙｷﾞｰ車への購入補助金制度を延長
する方針を固めた。2019年の新ｴﾈ車の国内販売台数が初めて前年実績を下回り、新ｴﾈ車
の政府目標の達成が難しくなったことから、補助金の継続に方向転換する。

＊日韓企業にｻｰﾊﾞｰ攻撃…中国ﾊｯｶｰ集団「Tick」暗躍か
中国系とみられる犯罪者による日本や韓国企業に対するｻｰﾊﾞｰ攻撃が相次いでいる。防衛
やﾊｲﾃｸ企業から機密情報や知的財産を盗み出す狙いがある。特定の企業を狙いすますた
め一般的な対策では防ぎきれない難しさがあるが、対応が遅れれば米国防総省などとの取
引に支障を来しかねず、抜本的な見直しが急務になっている。三菱電機は20日、大規模なｻ
ｲﾊﾞｰ攻撃を受け、約8千件の個人情報が流出。関係者によると攻撃には中国系のﾊｯｶｰ集
団「Tick(ﾃｨｯｸ）」が関与した可能性がある。
・ﾃｨｯｸは高度なｽｷﾙを持つ攻撃集団とされ、ﾏﾙｳｴｱなどのﾂｰﾙを改良し続けｾｷｭﾘﾃｨｰ対策ｿ
ﾌﾄや機器の検査をすり抜ける。厄介なのは痕跡である通信記録を消去していくため、進入に
気づくまでに年単位かかる。

＊中国家電大手　象印株買い増し…来月総会で取締役提案
中国ﾚﾝｼﾞ大手のｷﾞｬﾗﾝﾂの創業家が日本の生活家電大手の象印ﾏﾎｰﾋﾞﾝに触手を伸ばして
いる。1月上旬までに同社株13.5%まで買い増しした。さらに「経営管理に疑問がある」とし、象
印の2月の株式総会では新たな取締役候補を提案する予定。象印は反対し、既にｻﾝﾄﾘｰHD
の鳥井信吾副会長を取締役候補に立てることを決定した。大幅な株の買い増しに、事態は
泥沼化する可能性がある。
⦿中国企業による日本企業への出資・買収の事例（ ()内企業名、「」内製品
　09年蘇寧電器集団（ﾗｵｯｸｽ）「家電量販」、10年ﾏｰﾗｲｵﾝHD（本間ｺﾞﾙﾌ）
　「ｺﾞﾙﾌ用品」、同年山東如意科技集団（ﾚﾅｳﾝ）「ｱﾊﾟﾚﾙ」、11年天馬微電
　子G（NEC）「中小型液晶ﾊﾟﾈﾙ」、同年ﾚﾉﾎﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ（NEC）「ﾊﾟｿｺﾝ」、
　同年ﾊｲｱｰﾙ（三洋電機）「白物家電」、17年ﾊｲｾﾝｽ（東芝）ﾃﾚﾋﾞ
＊中国新興企業、進む選別…投資先　AI・ｸﾗｳﾄﾞ集中
中国ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ（新興）企業の資金調達を巡り、投資家が起業の選別を強める段階になって
きた。中国の情報ｻｲﾄ「36Kr]によると、AIやｸﾗｳﾄﾞで成長軌道の企業に巨額資金が集まる一
方、創業間もない企業は調達力が低下している。2019年の調達額は前年より4割近く減っ
た。投資先に対する厳しい目利き力が求められる。
⦿中国ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの資金調達額ﾗﾝｷﾝｸﾞ（2019年）（「」内は事業と調達額）
　①騰龍控股集団（騰竜数据）「ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ、4160億円」②北京快手科技（快手）「ｼｮｰﾄ動画ｱ
ﾌﾟﾘ、3120億円」③車好多集団（瓜子二手車）「中古車取引、1560億円」④北京曠視科技（ﾒｸﾞ
ﾋﾞｰ）「顔認証、780億円」⑤地平線機器人（ﾎﾗｲｽﾞﾝ・ﾛﾎﾞﾃｯｸｽ）「自動運転向けAI、624億円」
⑥滴滴出向（ﾃﾞｨﾃﾞｨ）「配車ｻｰﾋﾞｽ、624億円）

＊台湾、成長3%台に加速…10～12月　中国から「生産回帰」
台湾の行政院（内閣）主計総処は21日、2019年10～12月期の実質経済成長率（速報値）が
前年同期比3.38%だったと発表した。6四半期ぶりに3%台に乗せた。米中貿易摩擦により中国
から台湾への生産ｼﾌﾄの動きが寄与した。だが、中台関係の冷え込みが今後の足かせにな
る懸念もくすぶる。
・台湾経済は米ｱｯﾌﾟﾙなど世界IT大手の機器生産を担う企業がけん引する。多くは中国に生
産拠点を築いて成長したが、米による通信機器などへの対中輸入関税を引き上げを受け、
生産を台湾に回帰する動きが活発化している。

＊ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人民元　警戒…日欧中銀など　中国先行に危機感
日銀や欧州中央銀行（ECB）など６つの中央銀行と国際決済銀行（BIS）がﾃﾞｼﾞﾀﾙ通貨
（CBDC)の発行に向けて共同研究に乗り出すのは、中国人民銀行が先行してCBDCの発行
に動き出したことへの危機感がある。米㌦に代わり主要国の法定通貨として人民元のﾃﾞｼﾞﾀ
ﾙ化で基軸通貨の覇権を握ろうとする中国に対抗する思惑がにじむ。
・民間ﾃﾞｼﾞﾀﾙとして米ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸの「ﾘﾌﾞﾗ」がある。各国の政府・中銀から金融政策の効果を損
ねたり、資金洗浄などの犯罪を助長したりするといった懸念が出ている。このため、日米欧の
中銀は結束して早期の発行を阻止しようと動いた。
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＊ﾀｲ車生産5年ぶり減…7%ﾏｲﾅｽ　輸出・内需とも不振
ﾀｲ工業連盟（FTI)は22日、2019年のﾀｲの自動車生産台数が前の年比7%減の201万3710台と
発表した。減少は5年ぶり。ﾀｲﾊﾞｰﾂ高などで輸出が不振だったほか、自動車ﾛｰﾝ引き締めで
内需も苦戦した。
・20年も「世界経済の不透明さやﾀｲﾊﾞｰﾂ高が懸念材料」（FTI)として前年比1%減を見込む。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ手本に積極投資…巨額資金で経済圏を築く
　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国の有力新興、事業拡大や囲い込み
中国の有力ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が、投資環境の変化の中でも巨額の資金を集め、事業拡大や他
の新興企業の囲い込みを始めている。2014年以降の創業ﾌﾞｰﾑを経て急成長した企業が中
心だ。順調に資金調達を進める動画投稿ｱﾌﾟﾘの北京字節跳動科技（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）などﾕﾆｺｰﾝ
企業は投資を増やし、自社のｻｰﾋﾞｽ基盤拡大を狙う。「勝ち組」が目指すのは、ﾈｯﾄ2強のｱﾘ
ﾊﾞﾊﾞ集団やﾃﾝｾﾝﾄが実現したﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑだ。
⦿有力ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが経済圏を拡大（出資先、（）内事業内容）
・ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ＝買収「深局智能（AIによるゲーム開発）、株主「虎撲体育（ｽﾎﾟｰﾂ情報ｻｲﾄ）、出
資「吾里文化（ﾈｯﾄ小説ｻｲﾄ）」「雲智軟通（無線ﾈｯﾄﾜｰｸ技術）」「踪視通（追跡・安全対策ｱﾌﾟ
ﾘ）」「極課大数据（教育ﾃﾞｰﾀ分析」
・滴滴出向＝出資「OYO（ｲﾝﾄﾞ新興ﾎﾃﾙﾁｪｰﾝ）」「現代保険（車保険）」
・快手＝出資「知乎（Q&Aｱﾌﾟﾘ）」「十字星（漫画ｺﾝﾃﾝﾂ制作）」「精准学（教育ﾃﾞｰﾀ分析）」「一
流科技（企業向けAI）」

＊現代自、背水のｲﾝﾄﾞ攻勢…中国ｼｪｱ失墜でｼﾌﾄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 傘下・起亜自が新工場・車種拡大
韓国の現代自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟはｲﾝﾄﾞ市場で攻勢を強める。傘下の起亜自動車が2019年末に南
部で自社工場を稼働したのに続き、20年に新車2種を追加する。ｸﾞﾙｰﾌﾟの現地の生産能力を
早期に100万台に引き上げる。ｲﾝﾄﾞ市場を成長のけん引役に据え、首位のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷの牙城
に挑む。
⦿ｲﾝﾄﾞの自動車ｼｪｱ（19年4～12月）
　①ﾏﾙﾁ･ｽｽﾞｷ（日）50.3%②現代自動車（韓）17.8%＋起亜自（韓）2.1%
　③ﾏﾋﾝﾄﾞﾗ（印）7.2%④ﾀﾀ自（印）5.0%⑤ﾄﾖﾀ（日）4.3%⑥ﾎﾝﾀﾞ4.0%
　⑦ﾙﾉｰ3.3%⑧その他6.0%

＊ﾀｲ輸出４年ぶり減…米中貿易戦争で対中低迷
ﾀｲの商業省が22日に発表した2019年の貿易統計によると、輸出は年比2.7%減の2462億㌦
（約27兆円）だった。米中貿易戦争に伴う世界経済の減速の影響を受け、4年ぶりのﾏｲﾅｽと
なった。最大規模の貿易相手である中国への輸出減が響いた。通貨ﾊﾞｰﾂ高も逆風だった。
前回に輸出が前年割れした15年も、中国株の暴落をきっかけとした中国経済の減速が要因
だった。対中輸出は10年間で8割増え、経済の結びつきが強まっている。

＊ﾀｲ、「脱ﾌﾟﾗ」消えたレジ袋…買い物代行、思わぬ特需
ﾀｲから使い捨てのﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製ﾚｼﾞ袋が姿を消して3週間がたった。2035年までに主要なﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ製品を廃止するというﾀｲ政府の青写真に呼応。
・会計士のｽﾊﾟﾆｰさん（31)は「うっかりｺﾝﾋﾞﾆで買い過ぎたら、持ち帰れない分はｷｬﾝｾﾙする
しかない」とこぼす。
・脱ﾌﾟﾗ機運は周辺国でも高まっている。日本では7月にﾚｼﾞ袋の有料化が始まる。欧州に比
べ遅れていると言われがちなｱｼﾞｱの脱ﾌﾟﾗだが、着実に進んでいる。

＊5G部品　在庫積み増し…ﾌｧｰｳｪｲ、米制裁備え
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧ-ｳｪｲ）が米政府による制裁強化に備え、次世代通信規
格「5G」の通信網などに使う機器の部品在庫を積み増していることが22日分かった。最大1年
分の確保を目指している。ﾌｧｰｳｪｲは通信会社向け事業の売上高が全体の約4割を占めて
いる。制裁が強まっても事業を継続できる態勢づくりを急ぐ。
・ﾌｧｰｳｪｲは世界の60超の通信会社と5Gの商用化に関する契約を結ぶ。
　任正非CEOはﾀﾎﾞｽ会議で、米政府の輸出規制について「影響は軽微だった」との見方を示
した。「米政府からさらなる攻撃があっても生き残る自信がある」とも述べた。
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＊中国、病院・裁判に音声認識…国際展開、米制裁の壁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｱｲﾌﾗｲﾃｯｸ、文字化し分析・助言
中国の病院や裁判所で業務効率化を目的にした音声認識ｻｰﾋﾞｽの利用が急拡大している。
AIｽﾋﾟｰｶｰなど消費者向け製品に加えて、2019年の市場規模は5年前の7倍になったとみられ
る。中国最大手の科訊飛（ｱｲﾌﾗｲﾃｯｸ）は全国の裁判所などに納入し売上高が急増してい
る。ただ人権侵害の懸念から米国が同社を制裁対象にしており、国際展開にも壁もある。
・人手をかけずに記録が取れる上、広い中国で多様な方言を話す人の発言も文字にするこ
とができる。
・「8割程度の文章や単語は正しい」、ｼｽﾃﾑは完ぺきではない。日本の弁護士は「間違えが
ある技術を日本の裁判所では導入できないはず」。先進国では一般的になっていない。

＊「ｼｮﾋﾟﾌｧｲ」対ｱﾏｿﾞﾝ伏兵…在庫管理・決済　ｻﾌﾞｽｸｼｽﾃﾑ提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　EC効率化　導入100万社
新興ﾈｯﾄ通販向けECﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを手掛けるｶﾅﾀﾞの「ｼｮﾋﾟﾌｧｲ」が、米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑの隠れ
た競合として注目を高めている。ｳｪﾌﾞｻｲﾄ作成から商品の在庫管理や決済、配送までを独自
のｼｽﾃﾑで効率化し、定額課金（ｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ）を通じて提供する。導入企業は100万社を超
え、時価総額も5年で約28倍に増えた。ｱﾏｿﾞﾝを介さずにﾈｯﾄでﾓﾉを売りたい企業が、ｼｮﾋﾟﾌｧ
ｲに頼る構図が米国などで生まれている。

＊苦境の韓国経済、財政頼み…昨年2%成長、金融危機後最低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政権、選挙にらみ歳出増
韓国の2019年の経済成長率が08年～09年の金融危機以降、最低の2%にとどまった。経済
の屋台骨である半導体の市況悪化で輸出や設備投資が冷え込んだ。韓国政府と韓国銀行
（中央銀行）は20年は2.3～2.4%の成長を見込むが、これも半導体の市況回復と積極財政が
頼みだ。4月の総選挙を控え、文在寅（ﾑﾝ・ｼﾞｪｲﾝ）政権の分配重視の経済政策は成果を示
せずにいる。
・今年、半導体は改善＝19年の韓国経済を押し下げた半導体だが、20年に入って回復の兆
しが鮮明になってきた。半導体の輸出額は前年割れが続いてきたが、1月1～20日は前年同
期比で9%増とﾌﾟﾗｽに転じた。

＊ｲﾝﾄﾞ・東南ｱ　保守強化…ﾀﾞｲｷﾝ、年20万人育成
ﾀﾞｲｷﾝ工業は空調機の需要が高まるｲﾝﾄﾞと東南ｱｼﾞｱで保守ｻｰﾋﾞｽ要員の育成を急ぐ。2025
年までに、1年間に育成可能な要員数を現在の2.5倍の20万人に増やす。ｲﾝﾄﾞでは今月、新
しい訓練施設を稼働させた。中間層が増えるｱｼﾞｱは今後の主戦場で、人材育成を急いで空
調世界首位の座を固める。ｲﾝﾄﾞ北西部のﾗｼﾞｬｽﾀﾝ州で、5億円を投じて同国2ヵ所目の訓練
施設を開いた。同国で可能なｻｰﾋﾞｽ要員数は従来の1.7倍の年5万人になる。
・同国のｴｱｺﾝ普及率は7%で、10～15年後に60%に高まると見込まれている。煩雑な停電によ
る電圧変動や大気汚染でｴｱｺﾝの熱交換機が故障するなど、保守の技能を教える。
・日本と中国を除く18年のｱｼﾞｱのｴｱｺﾝ市場は1780万台。規模は小さいが成長が見込まれて
いる。

＊ﾍﾞﾄﾃﾙ　5G機器開発…ﾌｧｰｳｪｲ製不採用
ﾍﾞﾄﾅﾑの通信最大手、ﾍﾞﾄﾅﾑ軍隊工業通信ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ﾍﾞﾄﾃﾙ）は次世代通信規格「5G」向けの
通信機器を開発したことを明らかにした。同社は後発国10ヵ国（ﾐｬﾝﾏｰ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱなど東南ｱ
ｼﾞｱやｱﾌﾘｶなど）にある傘下の通信事業会社でも採用を検討する。同社によるとｴﾘｸｿﾝ（ｽ
ｳｪｰﾃﾞﾝ）やﾉｷｱ（ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ）などに続き、世界で6番目の5G機器開発企業になったという。
・6千万人の顧客を抱えるﾍﾞﾄﾃﾙは6月に5Gの商用ｻｰﾋﾞｽを大都市圏で開始する予定。当初
はﾉｷｱ製などを使う。ﾍﾞﾄﾅﾑは南ｼﾅ海の領有問題などを抱え、中国への警戒感が強い。基幹
ｲﾝﾌﾗ設備の中国依存を避けるため、ﾍﾞﾄﾃﾙは自前でﾈｯﾄﾜｰｸの開発を急いでいた。

＊調剤薬局、大手に集約進む…品揃えなど利便向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報酬改定・人材不足…中小身売り
調剤薬局に大手が再編の手を伸ばしている。専業・ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ9社が運営する調剤薬局の店
舗数は2019年度末に初めて7千店を超える見通しだ。全国に約6万店ある調剤薬局のうち7
割が個人経営店とされ、報酬改定や後継者不足を背景に大手への身売りが急増している。
中小に比べて商品調達力や経営効率が高い大手への集約が進めば、患者にとっては薬の
選択肢が増え、過疎地域でも薬局が維持される可能性が高まる。
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2020/1/29 経済

＊「6G」はや主導権争い…日本、失地回復へ官民会議
次の世代となる「６G」をめぐり、世界で早くも主導権争いが始まった。総務省は27日、2030年
ごろの実用化をにらみ、官民による有識者会議の初会合を開いた。5Gの技術開発や商用化
で遅れた日本は湿地回復を目指す。米中なども研究開発を始めており、大きな差を埋めるの
は容易ではない。
　◦米国＝・ﾆｭｰﾖｰｸ大などが無線やｾﾝｻｰ技術の研究拠点、
　　　　　　・政府が高周波数の研究利用を認める方針を決定
　◦中国＝・研究推進の政府系機関や大学・企業の技術的組織が発足
　　　　　　・ﾌｧｰｳｪｲ会長が「研究ﾁｰﾑを任命した」と発言
　◦ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ＝ｵｳﾙ大などが研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　◦韓国＝ｻﾑｽﾝ電子とLG電子がそれぞれ研究ｾﾝﾀｰ
　◦国際電気通信連合＝2030年以降の通信網に向けた技術研究Gを設置

＊ﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷ、純利益増…10～12月　6四半期ぶり　販促奏功
ｲﾝﾄﾞ自動車最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが28日発表した2019年10～12月期連結決算は、純利益が
158億ﾙﾋﾞｰ（約240億円）と前年同期比4%増。18年4～6月期以来、6四半期ぶりに四半期ﾍﾞｰ
ｽで増益を確保した。ｲﾝﾄﾞの新車販売は業界全体で不振が続いているが、ﾏﾙﾁは値引きなど
の販売促進や新車投入が奏功した。

＊国内最大の不動産投資…米ﾌｧﾝﾄﾞが3000億円
米投資ﾌｧﾝﾄﾞ、ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが、日本の賃貸ﾏﾝｼｮﾝ群を一括の取引として過去最大の
約3000億円で買うことが分かった。超低金利の資金調達ｺｽﾄを考慮すると日本の不動産の
利回りは世界的に高く、割安と見た海外投資家の不動産売買が盛んになっている。海外勢
の参入は今後も続く可能性が高い。海外勢が日本の不動産市場の過熱を牽引する構図が
鮮明になっており、転売活発化などﾏﾈｰｹﾞｰﾑの色彩が濃くなりそうだ。
・ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝは運営するﾌｧﾝﾄﾞを通じ、中国の安邦保険集団から東京や大阪など大都市圏中
心に賃貸ﾏﾝｼｮﾝ約220棟を一括で購入する。不動産ｻｰﾋﾞｽ大手JLLによると、これまでの最
高額は、米ﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰが金融危機前の2007年にANAから13ﾎﾃﾙを買収した際の約2800
億円だった。

＊ｲﾝﾄﾞ再生ｴﾈ　新興台頭…大気汚染対策追い風
ｲﾝﾄﾞで再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰへの投資が拡大している。新興のﾘﾆｭｰﾊﾟﾜｰは2021年に風力や太
陽光などの発電容量を現状比で6割増やす。新興大手のｸﾞﾘｰﾝｺ・ｴﾅｼﾞｰ・HDも事業拡大に
向け約900億円の資金を調達した。深刻な大気汚染の改善に向け印政府は再生ｴﾈの普及
を後押しし、最大財閥ﾀﾀ・ｸﾞﾙｰﾌﾟも本腰を入れ始めた。海外ﾏﾈｰにも支えられた新興勢と共
に投資を競う段階に入ってきた。

＊第一三共、「旧型技術」で反攻…科学合成　革新の妙薬に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新型抗がん剤に期待　時価総額倍増
第一三共の時価総額が過去1年で倍増し、1月に5兆円を超えた。同期間の増加額は、東証1
部ではﾄﾖﾀ（約4兆円増）などに次ぐ規模だ。2020年3月期に最終減益を見込むなかで株価が
急騰した背景には、1月に発売した新型抗がん剤への期待がある。経営統合による発足から
10年超。第一三共が反撃に転じた背景には、ﾒｶﾞﾌｧｰﾏが手放した旧型技術への拘りがあ
る。
・科学合成を「終わった技術」と諦めず、ﾊﾞｲｵ医薬品ｼﾌﾄを過度に進めなかったことが、ｴﾝﾊｰ
ﾂという革新薬を生み出した。真鍋社長は「合併によるｼﾅｼﾞｰ効果がようやく表れた」と話す。

＊訪日消費を直撃…ｸﾙｰｽﾞ船寄港中止「ﾎﾃﾙのｷｬﾝｾﾙ急増」
　　　　　　　　　　　　　新型肺炎　中国が団体旅行禁止
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎の感染拡大に伴い、中国政府が27日以降に同国からの海外団体
旅行を禁じたことを受け、訪日中国人観光客の消費に期待していたホテルや小売りなどで悪
影響がでている。SARSと同じくらい訪日客が減り、影響が長引けば国内総生産（GDP)を
0.45%押し下げるとの試算もある。

＊英、ﾌｧｰｳｪｲ一部容認…5G関連　完全排除せず、米と亀裂
英政府は28日、次世代通信規格「5G」の「通信設備をめぐり、中国の通信大手華為技術
（ﾌｧｰｳｪｲ）などの製品を一部容認すると発表した。
・ｱﾝﾃﾅなど基地局を中心に使用を限定することで、安全保障上の懸念を回避できると判断し
た。完全排除を求めてきた米国の反発が予想される。
⦿欧州各国はﾌｧｰｳｪｲ採用に傾く
　・英国＝5G通信機器の一部使用容認。・ﾄﾞｲﾂ＝５Gの安全基準案で排除明記せず。政府が
認めれば通信4社が採用の見通し。・ﾌﾗﾝｽ＝ﾏｸﾛﾝ大統領が19年5月「排除は考えてない」と
明言。・ｽｲｽ＝通信大手ｻﾝﾗｲｽﾞが５Gで全面採用。・ｽﾍﾟｲﾝ＝ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝが同国初の5Gで採
用。
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＊ｱｯﾌﾟﾙ最高益　iPhone復調…ｳｴｱﾗﾌﾞﾙも急成長
米ｱｯﾌﾟﾙ28日発表した2019年10～12月期の決算は、売上高と最終利益がともに過去最高を
更新した。主力の「iPhone」の販売回復に加え、腕時計型端末などのｳｴｱﾗﾌﾞﾙ製品の急成長
も業績に貢献した。ただ新たな成長源と位置付ける動画配信などのｻｰﾋﾞｽ部門は先行投資
が続く。中国での新型肺炎の広がりも、供給網に影を落とす。

＊「5G」ｻﾑｽﾝ　復調の糸口…ｽﾏﾎ、営業67%増益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体も底打ち　反転狙う（10～12月）
韓国のｻﾑｽﾝ電子が３０日発表した2019年10～12月期の連結決算は、営業利益が7兆1600
億㌆（約6500億円）と前年同期に比べ34%減った。半導体部門の利益の半減が響いたが、ｽﾏ
ﾎ部門は67%の増益を確保した。次世代通信規格「5G」関連が伸びているためだ。ｻﾑｽﾝは部
品類も含め売上高の約8割をｽﾏﾎ関連事業が占め、５Gの普及を業績回復に結び付ける。

＊ﾀﾀ自、最終黒字転換…10～12月　ｼﾞｬｶﾞｰなど盛り返し「三四半期ぶり」
ｲﾝﾄﾞ自動車大手のﾀﾀ自動車が30日発表した2019年10～12月期の連結決算は最終損益が
175億ﾙﾋﾞｰ（約270億円）の黒字だった。ｲﾝﾄﾞの販売不振は続いているが、JLR（ｼﾞｬｶﾞｰ・ﾗﾝﾄﾞ
ﾛｰﾊﾞｰ）の販売が持ち直し、ｺｽﾄ削減も効いた。JLRは不振の元凶だった中国での販売台数
が24%増と盛り返した。

＊新型肺炎、東南ｱｼﾞｱ観光打撃…春節の中国人客、ｷｬﾝｾﾙ続出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾀｲ、損失3000億円超も
東南ｱｼﾞｱの観光業が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる肺炎で打撃を受け始めた。中国が27日から海外
団体旅行を禁止したため、旧正月（春節）の旅行ｼｰｽﾞﾝなのにﾎﾃﾙなどのｷｬﾝｾﾙが相次ぐ。ﾌ
ｲﾘﾋﾟﾝは28日、中国人客の入国制限を決めた。東南ｱｼﾞｱは中国人に人気がある渡航先で、ﾀ
ｲは経済的損失が3000億円を超える見込みだ。2003年のSARSの被害を上回る恐れがあ
る。

＊台湾IT0.7%増収（昨年、主要19社）…今年は新型肺炎など懸念
世界のIT景気を占う台湾の主要19社の2019年年間の売上合計額は、18年比0.7%増えた。米
中貿易摩擦が逆風となったが、次世代通信規格「5G」需要を取り込む台湾積体電路製造
（TSMC)などが好調だった。ただ米中ﾊｲﾃｸ摩擦や中国湖北省武漢市で発生した新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽによる肺炎の感染拡大などで先行きは不透明感が強い。

＊国営企業の改革　ｼﾞｮｺ氏再挑戦…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、石油大手など対象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　盟友配置し事業掌握
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｼﾞｮｺ政権が国営企業改革に再び挑んでいる。最大企業の石油大手、ﾌﾟﾙﾀﾐﾅの監
査役会議長にｼﾞｮｺ氏の盟友のﾊﾞｽｷ元ｼﾞｬｶﾙﾀ州知事を据えた。司令塔となる国営企業省に
は実業界で実績のある人物を置いた。100社を超える国営企業の売上高は合計18兆円に達
し、企業統治の改善や効率化はｼﾞｮｺ政権の1期目に十分実現できなかった。業績が振るわ
ない企業も多く、今後は再編・統合も焦点になる。


